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【利用者の方へ】 
 
１ 調査要領 
 
 本調査は、県内にある事業所の経営責任者を対象として、景気及び経営に対する判断及び見通し等を

調査したものである。 
 
 （１）調査対象：原則として県内にある従業者規模３０人以上の事業所の中から

３００事業所を選定した。 
 
 （２）調査時点：平成１７年２月１日現在 
 
 （３）調査方法：①調査対象者の自計申告により行った。 

②従業者規模２００人以上の事業所については、原則として全数調査、２００人未

満の事業所については、産業別に抽出した事業所について調査した。 
 
 （４）有効回答率：調査対象事業所 ３００事業所、有効回答 ２６５事業所 

（製造業１１５、非製造業１５０） 
           有効回答率 ８８％ 
 
２ 利用上の注意 
 
 （１）四半期を単位として、それぞれの前四半期に対する判断及び見通しを調査したものである。 
 
 （２）判断指標（ＢＳＩ）とは、「上昇（増加）の割合―下降（減少）の割合」である。 
 
 （３）集計上の産業分類は、県民経済計算に用いる経済活動別分類（93ＳＮＡ分類）に基づいて行っ
た。おおむね日本標準産業分類に準拠するが、一部例外として扱うものもある。 

 
 （４）各産業毎の上昇等の割合は、各産業について各項目の有効回答数に対する各項目内での選択肢

の割合で求めたが、全産業、製造業、非製造業の割合の算出方法については、県経済に対する

影響度を考慮して、平成１４年度の総生産額（平成１４年度鳥取県県民経済計算）により加重

平均したものである。（３を参照） 
 
 （５）統計表の数値は、単位未満を四捨五入しているので、内訳（構成比）が１００％にならない場

合がある。 



 
３ 割合の算出方法 
 （１）「食料品」「衣服・その他」「パルプ・紙」「金属製品」「一般機械」「電気機械」「その他製造業」

「建設業」「運輸・通信業」「卸売・小売業」「サービス業」「その他産業」については、各産業

の有効回答数を分母とし該当項目を割ることにより算出した。 
 
  （例） 
    （当該産業の当該項目の選択肢回答数／ 
                  当該産業の当該項目の有効回答数×１００） 
   
 （２）「全産業」、「製造業」及び「非製造業」については、平成１４年度経済活動別県内総生産額を

ウエイトとして、加重平均して求めた。 
 
  （例）製造業 
    ∑（食料品の割合×食料品の総生産額＋･･･）／ 
                    ∑（食料品の総生産額＋･･） 
 

          増  加   変わらない   減   少   Ｂ Ｓ Ｉ 
全 産 業 製造業、非製造業を加重平均。 
製 造 業 製造業内の各産業を総生産額を用いて加重平均。 
食 料 品 
衣服・その他 
   ～ 

回答のあった各選択肢の総数に占める個々の選択肢の割合 
（構成比）。 

非製造業 （製造業と同じ。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１　業界の景気判断（全産業） 表１・統計表第１表参照

表１　業界の景気判断 （全産業）
上昇 変わらない 下降 ＢＳＩ

13年10～12月 14 35 47 -33
14年１～３月 8 28 62 -54
４～６月 20 38 37 -17
７～９月 14 49 32 -18
10～12月 21 44 31 -10
15年１～３月 5 30 60 -55
４～６月 17 42 36 -19
７～９月 16 51 26 -10
10～12月 30 43 21 9
16年１～３月 10 43 40 -30
４～６月 26 45 23 3
７～９月 23 50 21 2
10～12月 25 51 19 6
17年１～３月 11(8) 49(47) 36(33) -25(-25)

見通し
４～６月 26(19) 39(42) 22(16) 4(3)
７～９月 19 50 13 6

※　カッコ内は前回調査での見通し

※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）

　期間　

　業界の景気に関する判断指数（BSI：「上昇」－「下降」）は、平成 17年１～３月期「－２５」の後、
４～６月期「４」、７～９月期「６」となり、業界の景気見通しは４～６月期にはプラスに転

じている。

  製造業…平成 17年４～６月期は、衣服・その他、電気機械がマイナス、金属製品が「０」、
それ以外の４業種がプラス、７～９月期は、衣服・その他、その他がマイナス、

パルプ・紙、電気機械が「０」、それ以外の３業種はプラスとなっている。

  非製造業…平成 17 年４～６月期は、サービス業がプラス、それ以外の４業種がマイナス、
７～９月期は、卸売・小売業、その他がプラス、それ以外の３業種がマイナス

となっている。
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※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）
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２　自己企業の売上高判断（全産業） 表２・統計表第２表、第３表参照

表２　自己企業の売上高判断 （全産業）
増加 変わらない 減少 ＢＳＩ

13年10～12月 29 33 38 -9
14年１～３月 18 22 60 -42
４～６月 28 31 41 -13
７～９月 29 48 23 6
10～12月 34 31 35 -1
15年１～３月 18 27 55 -37
４～６月 30 29 42 -12
７～９月 31 40 30 1
10～12月 45 27 28 17
16年１～３月 22 33 46 -24
４～６月 34 32 33 1
７～９月 33 44 23 10
10～12月 37 40 24 13
17年１～３月 24(16) 34(44) 42(40) -18(-24)

見通し
４～６月 34(26) 37(46) 30(29) 4(-3)
７～９月 30 53 17 13

※　カッコ内は前回調査での見通し

※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）

　期間　

　自己企業の売上高に関する判断指数(BSI：「増加」－「減少」)は、平成 17年１～３月期「－１８」の後、
４～６月期「４」、７～９月期「１３」となり、売上高は４～６月期にはプラスに転じる見通し

となっている。

　製造業…平成 17年４～６月期は、食料品、パルプ・紙、その他がプラス、一般機械が「０」、
それ以外の３業種はマイナス、７～９月期は、食料品・その他、その他がプラス、

パルプ・紙、電気機械が「０」、それ以外の３業種はマイナスとなっている。

  非製造業…平成 17 年４～６月期は、建設業、運輸・通信業がマイナス、それ以外の３業種は
プラス、７～９月期は、建設業がマイナス、それ以外の４業種はプラスとなってい

る。

売上高判断BSI

-60

-40

-20

0

20

40

10-12 14/4-6 10-12 15/4-6 10-12 16/4-6 10-12 17/4-6

（BSI)

全産業 製造業 非製造業



※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）
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３　自己企業の経常利益判断（全産業）
表３・統計表第４表、第５－１表、第５－２表参照

表３　自己企業の経常利益判断 （全産業）
増加 変わらない 減少 ＢＳＩ

13年10～12月 23 34 42 -19
14年１～３月 17 25 58 -41
４～６月 26 34 40 -14
７～９月 22 32 46 -24
10～12月 30 34 36 -6
15年１～３月 15 29 56 -41
４～６月 27 28 45 -18
７～９月 28 32 40 -12
10～12月 42 28 31 11
16年１～３月 23 30 48 -25
４～６月 31 34 35 -4
７～９月 26 47 28 -2
10～12月 30 41 29 1
17年１～３月 23(13) 36(47) 41(40) -18(-27)

見通し
４～６月 28(22) 42(48) 30(30) -2(-8)
７～９月 25 54 21 4

※　カッコ内は前回調査での見通し

※　ＢＳＩ＝（増加の割合）－（減少の割合）　

　期間　

　自己企業の経常利益判断（BSI：「増加」－「減少」）は、平成 17 年１～３月期「－１８」の後、４～
６月期「－２」、７～９月期「４」となり、経常利益は７～９月期にプラスに転じる見通しとな

っている。

　製造業…平成 17 年４～６月期は、食料品、パルプ・紙、その他がプラス、それ以外の４業
種でマイナス、７～９月期は、食料品がプラス、電気機械が「０」、それ以外の５

業種がマイナスとなっている。

  非製造業…平成 17 年４～６月期は、サービス業がプラス、その他が「０」、それ以外の３業
種がマイナス、７～９月期は、建設業がマイナス、卸売・小売業が「０」、それ以

外の３業種がプラスとなっている。
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※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）
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４　生産数量の判断（製造業） 表４・統計表第６表参照

表４　生産数量の判断 (製造業)
増加 変わらない 減少 ＢＳＩ

13年７～９月 29 30 41 -12
10～12月 26 33 40 -14
14年１～３月 14 22 64 -50
４～６月 42 41 17 25
　　７～９月 32 31 37 -5
　　10～12月 41 29 29 12
15年１～３月 14 23 63 -49
４～６月 41 33 25 16
　　７～９月 33 40 27 6
　　10～12月 45 30 25 20
16年１～３月 19 28 53 -34
４～６月 32 32 36 -4
７～９月 30 40 29 1
　　10～12月 37 36 26 11
17年１～３月 20(16) 26(45) 54(39) -34(-23)

見通し
４～６月 46 33 21 25

※　カッコ内は前回調査での見通し

※　ＢＳＩ＝（増加の割合）－（減少の割合）　

　期間　

　自己企業の生産数量の判断指数（BSI：「増加」－「減少」）は、平成 17 年１～３月期は「－３４」
で、衣服・その他、電気機械がプラス、一般機械が「０」、それ以外の４業種がマイナス、平

成 17 年４～６月期は「２５」で、衣服・その他、金属製品がマイナス、一般機械が「０」、
それ以外の４業種はプラスとなっている。
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５　在庫水準の判断（製造業、卸売業・小売業）
統計表第７表参照

６　生産設備の規模判断（製造業） 統計表第８表参照

　在庫水準は、平成 17 年１～３月期は「適正」とした事業所が最も多く、製造業は７４％、
卸売・小売業では７８％となっている。「過大」とした事業所は、製造業で１６％、卸売・小売

業では２３％、「不足」とした事業所は、製造業で１１％、卸売・小売業では０％であった。

　４～６月期は「適正」とした事業所が製造業で８０％、卸売・小売業で９３％となり、製造

業、卸売・小売業ともに改善する見込みとなっている。
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７　設備投資の動向（全産業）
表５・統計表第９－１表、第９－２表、第９－３表参照

表５　設備投資の動向 する（した）割合（％）
全産業 製造業 非製造業

13年７～９月 21 26 19
10～12月 19 25 17
14年１～３月 19 24 17
４～６月 17 22 15
　　７～９月 17 24 15
　　10～12月 17 24 14
15年１～３月 21 24 20
４～６月 22 33 19
　　７～９月 18 25 16
　　10～12月 18 20 18
16年１～３月 17 24 15
４～６月 20 28 17
７～９月 19 22 18
10～12月 17(19) 19(24) 16(18)
17年１～３月 20(17) 28(19) 17(17)

見通し
４～６月 21 26 19

※　カッコ内は前回調査での見通し

※　設備投資をした（する）割合

　期間　

　設備投資の動向を見ると、「実施した（する）」とする事業所は、平成 16 年 10～12 月期
は１７％、平成 17 年１～３月期は２０％、４～６月期は２１％となっている。「実施した
（する）」事業所の内訳を投資目的別に見ると、平成 17 年１～３月期は、製造業では「生
産力・販売力の強化」が５９％で最も多く、次に「設備の補修・更新」が５１％となって

いる。非製造業では「生産力・販売力の強化」が５１％で最も多く、次に「設備の補修・

更新」が４６％となっている。４～６月期は、製造業では「合理化・省力化」が５９％で

最も多く、次に「設備の補修・更新」が５３％、非製造業では「設備の補修・更新」が

５１％で最も多く、次に「生産力・販売力の強化」が４６％となっている。
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８　資金繰りの判断（全産業） 統計表第10表参照

　平成 17 年１～３月期の資金繰りは、「適正」の割合が最も高く５９％、「余裕がない」
が３３％、「余裕がある」が８％となっている。４～６月期の資金繰りは、「適正」が６１％

「余裕がない」が３３％、「余裕がある」が７％となっており、３分の１の事業所が「余裕

がない」としている。

　「余裕がない」を業種別に見ると、平成 17 年１～３月期は、サービス業が６４％、４
～６月期は、建設業が５９％と高くなっている。
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９　企業経営上の問題点（全産業） 統計表第１１表参照

※　上位５項目

　平成 17 年２月１日現在における問題点としては、「競争激化」「売上・受注不振」をあ
げる事業所がそれぞれ７１％、５４％と割合が高い。次いで「製品販売価格安」が３５％

となっている。

　製造業…「競争激化」が５３％で最も割合が高い。また「原材料等価格高」が５２％

に上昇している。

　非製造業…「競争激化」が７７％と依然として高い割合を占めている。次いで「売上・

受注不振」が５７％となっている。
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１０　自由記入欄の傾向

　製造業で原材料高に関する記述が目立つ。一方では競争激化による低価格化が、収益・

利益を圧迫している。

　新製品の開発や新分野への進出を計画しているが、現状ではなかなか厳しいという記述

もある。

　また、ＩＴ技術の進展が経営に影響を与えているといった記述もある。




